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リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
に
端
を
発
し
た
、

大
量
の
派
遣
切
り
や
有
期
の
雇
止
め
か
ら
三

年
半
を
経
て
、
労
働
者
派
遣
法
改
正
法
が
今

年
三
月
に
成
立
し
た
。
日
雇
派
遣
の
原
則
禁

止
や
契
約
解
除
時
に
お
け
る
就
業
機
会
の
確

保
、
休
業
手
当
等
の
支
払
い
に
要
す
る
負
担

等
措
置
が
義
務
化
さ
れ
、
一
〇
月
か
ら
施
行

さ
れ
る
見
通
し
と
な
っ
た
。
ま
た
、
八
月
に

は
改
正
労
働
契
約
法
も
成
立
し
、
有
期
労
働

契
約
が
五
年
を
超
え
反
復
更
新
さ
れ
た
場
合

に
は
、
労
働
者
の
申
し
込
み
に
基
づ
き
無
期

労
働
契
約
に
転
換
さ
せ
る
仕
組
み
等
も
整
備

さ
れ
る
。

　

非
正
規
労
働
法
制
の
あ
り
よ
う
が
大
き
く

変
わ
ろ
う
と
す
る
な
か（
１
）、
企
業
は
正
社

員
・
非
正
社
員
の
今
後
の
活
用
の
あ
り
方
を

ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
本
稿

で
は
、
当
機
構
調
査
・
解
析
部
が
二
～
三
月

に
実
施
し
た
「
今
後
の
企
業
経
営
と
雇
用

の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査
」
か
ら
、
正
社

員
・
非
正
社
員
の
活
用
状
況
と
今
後
の
見
通

し
を
切
り
口
に
、
概
要
を
抜
粋
し
て
紹
介
す

る（
２
）。
な
お
、
調
査
の
全
容
に
つ
い
て
は
、

年
末
を
目
途
に
報
告
書
を
刊
行
予
定
で
あ
る
。

Ⅰ�

　
正
社
員
・
非
正
社
員
の

活
用
状
況
と
今
後
の
見
通
し

　

調
査
は
、
民
間
調
査
機
関
所
有
の
企
業

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
母
集
団
に
、
産
業
・
規
模

別
に
層
化
無
作
為
抽
出
し
た
、
全
国
の
従
業

員
三
〇
人
以
上
の
企
業
約
二
万
社
を
対
象
に

実
施
し
た
。
有
効
回
答
企
業
三
七
〇
七
社

（
一
八
・
六
％
）
の
属
性
は
表
１
の
通
り
で
あ

る
。

　

有
効
回
答
企
業
の
う
ち
、
正
社
員
以

特 

集

　

少
子
高
齢
化
の
進
展
や
バ
ブ
ル
崩
壊
以
降
の
長
期
に
わ
た
る
不
況
な
ど
の
影
響
で
、
働

く
人
を
取
り
巻
く
環
境
は
劇
的
に
変
化
し
、
こ
の
間
、
年
功
賃
金
や
長
期
雇
用
を
前
提
と

す
る
「
日
本
的
雇
用
」
も
大
き
く
変
容
し
た
。
非
正
規
労
働
者
が
雇
用
労
働
者
の
三
分
の

一
を
占
め
る
よ
う
に
な
り
、
と
り
わ
け
三
四
歳
ま
で
の
若
年
層
で
は
、
正
社
員
を
希
望
し

て
い
る
の
に
非
正
規
労
働
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
人
が
約
一
七
〇
万
人
も
い
る
。
こ
う

し
た
な
か
、
今
後
の
企
業
の
雇
用
の
あ
り
方
に
焦
点
を
当
て
た
当
機
構
の
調
査
で
は
、
正

社
員
の
減
少
に
歯
止
め
が
か
か
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。
労
働
者
を
対
象
と
す
る
調
査
結
果

か
ら
は
、
日
本
型
雇
用
慣
行
を
支
持
す
る
声
が
高
ま
っ
て
い
る
。
わ
が
国
の
雇
用
は
ど
う

い
っ
た
方
向
に
向
か
う
の
か
。
最
近
の
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
か
ら
、
今
後
の
展
望
を
考
え
る
。

企
業
の
人
材
活
用
は
ど
う
変
わ
る

の
か
―
今
後
の
企
業
経
営
と
雇
用

の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査調

査
・
解
析
部

今後の雇用への期待と展望
─最近のJILPT調査から
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外
の
雇
用
形
態
を
活
用
し
て
い
る
割

合
は
九
二
・
〇
％
だ
っ
た
。
こ
の
う
ち
、

八
〇
・
六
％
は
非
正
社
員
の
複
数
の
雇
用

形
態
を
混
合
活
用
し
て
お
り
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
社
員
を
活
用
し
て
い
る
企
業
割
合

が
七
三
・
一
％
、
定
年
再
雇
用
・
嘱
託
が

七
一
・
九
％
、
フ
ル
タ
イ
ム
有
期
社
員
が

五
〇
・
三
％
、
派
遣
労
働
者
が
三
六
・
八
％
な

ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

正
社
員
・
非
正
社
員
の
人
数
の
構
成
比

を
み
る
と
、（
人
数
記
入
欄
に
不
備
の
な

い
企
業
三
二
三
〇
社
の
集
計
で
）
正
社

員
が
七
〇
・
五
％
に
対
し
、
非
正
社
員
は

二
九
・
五
％
。
そ
の
内
訳
は
、
も
っ
と
も
多

い
の
が
パ
ー
ト
タ
イ
ム
社
員
の
一
二
・
八
％

で
、
フ
ル
タ
イ
ム
有
期
社
員
（
六
・
二
％
）、

ア
ル
バ
イ
ト
・
臨
時
社
員
（
二
・
七
％
）、
定

年
再
雇
用
・
嘱
託
（
四
・
四
％
）、
派
遣
労
働

者
（
二
・
四
％
）、そ
の
他
労
働
者
（
一
・
〇
％
）

―
―
と
続
く
。

正
社
員
比
率
の
減
少
傾
向
に
歯
止
め

　

三
年
前
か
ら
こ
の
間
、
正
社
員
・
非
正
社

員
の
人
数
が
ど
の
よ
う
に
推
移
し
た
か
尋
ね

る
と
（
図
１
）、【
非
正
社
員
比
率
を
高
め
て

き
た
】（
正
社
員
が
減
少
で
非
正
社
員
は
増

加
な
い
し
横
ば
い
、
あ
る
い
は
正
社
員
は
横

ば
い
で
非
正
社
員
が
増
加
）
と
す
る
企
業
群

（
計
一
七
・
八
％
）
が
も
っ
と
も
多
い
。
こ
れ

に
、【
正
社
員
・
非
正
社
員
と
も
増
加
】
し

た
企
業
（
一
三
・
五
％
）、【
正
社
員
・
非
正

社
員
と
も
横
ば
い
】（
一
一
・
〇
％
）
が
続
き
、

も
っ
と
も
少
な
い
の
が
【
正
社
員
比
率
を
高

め
て
き
た
】（
正
社
員
が
増
加
で
非
正
社
員

は
横
ば
い
な
い
し
減
少
、
あ
る
い
は
正
社
員

が
横
ば
い
で
非
正
社
員
は
減
少
）
と
す
る
企

業
群
（
八
・
六
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

対
し
て
、
三
年
後
の
見
通
し
で
最
多
は

【
正
社
員
・
非
正
社
員
と
も
横
ば
い
】
の
企

業
（
一
九
・
八
％
）
で
あ
る
。
こ
れ
に
次
ぐ

の
は
【
正
社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
群

（
一
二
・
三
％
）
で
、
さ
ら
に
【
非
正
社
員
比

率
を
高
め
る
】（
一
一
・
三
％
）、【
正
社
員
・

非
正
社
員
と
も
増
加
】（
九
・
〇
％
）
と
続
く
。

　

す
な
わ
ち
、
今
後
三
年
間
は
こ
れ
ま
で
と

は
様
相
が
異
な
っ
て
い
て
、【
非
正
社
員
比

率
を
高
め
る
】
企
業
群
が
後
退
し
、【
正
社

員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
群
が
増
加
し
、
両

者
が
拮
抗
す
る
見
通
し
で
あ
る
。
な
お
、【
正

社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
群
で
、
過
去
三

年
間
と
比
べ
て
今
後
増
え
る
の
は
、【
正
社

員
が
増
加
・
非
正
社
員
は
横
ば
い
】
の
企
業

と
、【
正
社
員
は
横
ば
い
・
非
正
社
員
が
減
少
】

す
る
企
業
と
な
っ
て
い
る
。

　

総
じ
て
、
こ
の
間
進
展
し
て
き
た
正
社
員

比
率
の
減
少
傾
向
に
、
今
後
三
年
間
で
一
定

の
歯
止
め
が
か
か
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

正
社
員
回
帰
に
転
じ
る
兆
し
も

　

そ
の
う
え
で
、
正
社
員
・
非
正
社
員
の
人

数
の
増
減
を
雇
用
形
態
別
に
詳
し
く
み
る
と

（
図
２
の
上
図
）、
三
年
前
に
比
べ
三
年
後
の

方
が
「
横
ば
い
」
と
す
る
企
業
の
割
合
が
正

社
員
、
非
正
社
員
と
も
に
増
え
て
い
る
。
方

向
性
が
分
か
り
難
い
た
め
、
増
加
と
減
少
の

割
合
の
差
に
着
目
し
て
整
理
す
る
と
（
図
２

の
下
図
）、
三
年
前
か
ら
こ
れ
ま
で
は
正
社

員
数
が
「
減
少
」
す
る
一
方
、
非
正
社
員
数

は
派
遣
労
働
者
を
除
く
す
べ
て
で
「
増
加
」

し
て
き
た
こ
と
が
分
か
る
。

　

こ
れ
に
対
し
三
年
後
を
み
る
と
、
正
社
員

数
が
「
増
加
」
傾
向
に
転
じ
る
ほ
か
、
非
正

社
員
数
も
全
体
と
し
て
は
「
増
加
」
基
調
に

あ
る
も
の
の
、
雇
用
形
態
別
に
み
る
と
定
年

再
雇
用
・
嘱
託
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が

中
心
で
、そ
れ
以
外
は「
横
ば
い
」な
い
し「
減

少
」
の
見
通
し
で
あ
る
。
こ
う
し
た
変
化
は
、

二
〇
〇
六
年
調
査（
３
）
か
ら
経
年
比
較
す
る

と
さ
ら
に
顕
著
で
、
正
社
員
回
帰
に
転
じ
る

兆
し
を
も
窺
わ
せ
る
結
果
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

Ⅱ�

　
業
種
・
規
模
・
設
立
年
・

直
面
す
る
経
営
課
題
別
の

現
状
と
見
通
し

　

そ
れ
で
は
、
一
体
ど
の
よ
う
な
企
業
で
、

正
社
員
・
非
正
社
員
の
活
用
の
あ
り
方
に
変

化
が
み
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
。

正
社
員
は
製
造
で
減
少
が
収
束
、

製
造
以
外
で
増
加
へ

　

正
社
員
・
非
正
社
員
数
の
増
減
推
移
と
今

後
の
見
通
し
を
業
種
別
に
み
る
と
（
図
３
の

上
図
）、
製
造
・
そ
れ
以
外
を
問
わ
ず
、
三

年
前
か
ら
こ
の
間
も
っ
と
も
多
か
っ
た
の

図１　正社員・非正社員の増減推移と今後の見通し

表１　回答企業の属性

業
　
　
　
種

農業、林業  0.4

従
業
員
規
模

～９９人 45.7

所
在
地
域
別

北海道 3.7
漁業  0.2 １00～2９９人 １6.3 東北 7.6
鉱業、採石業、砂利採取業  0.2 300～4９９人 １4.１ 南関東 2９.2
建設業  8.0 500～９９９人 １3.6 北関東・甲信 6.8
製造業（消費関連）  4.6

23.5

１,000人以上 １0.１ 北陸 6.3
製造業（素材関連）  3.7 無回答 0.2 東海 １3.0
製造業（機械関連）  6.6

設
　
立
　
年

１９54年以前 22.2 近畿 １4.4
製造業（その他）  8.6 １９55～１９64年 １3.4 中国 6.2
電気・ガス・熱供給・水道業  0.6 １９65～１９74年 １7.3 四国 2.９
情報通信業  2.９ １９75～１９84年 １3.0 九州・沖縄 ９.0
運輸業、郵便業  ９.0 １９85～１９９4年 １１.8 無回答 １.0
卸売業、小売業 １6.９ １９９5～１９９９年 4.0

労
　
組

過半数代表の労働組合がある 20.8
金融業、保険業  １.8 2000～2004年 5.0 労働組合はあるが過半数代表ではない 6.0
不動産業、物品賃貸業  １.3 2005～200９年 3.7 労働組合はない 7１.3
教育、学習支援業  3.6 20１0年以降 0.6 無回答 １.９
医療、福祉  ９.0 無回答 8.９
学術研究、専門・技術サービス業  2.5

20.5

売
上
高
・
経
常
利
益

200９年度と１0年度を比較して
売上高増加・横ばい∩経常利益
増加・横ばい

47.0宿泊業、飲食サービス業  3.９
生活関連サービス業、娯楽業  １.8
複合サービス業（郵便局、協同組合等）  0.2 売上高増加・横ばい∩経常利益減少 １6.3
サービス業（他に分類されないもの） １2.１ 売上高減少∩経常利益増加・横ばい 6.6
分類不能の産業 0.2 売上高減少∩経常利益減少 １5.９
その他 0.0 いずれか無回答 １4.2
無回答 １.8

8.6 17.8
（ｎ＝全有効回答
企業3,707）

 5.14 7.7 7.5 8.6 3.5 1.2 5.2 0.4 0.11 5.31３年前と比較した増減推移

 3.34 3.4 1.3 7.3 5.4 4.3 5.2 4.6 8.91 0.9３年後の増減見通し

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
正社員・非正社員とも増加 正社員・非正社員とも横ばい 正社員は増加・非正社員は横ばい 正社員は増加・非正社員は減少
正社員は横ばい・非正社員は減少 正社員は横ばい・非正社員は増加 正社員は減少・非正社員は増加 正社員は減少・非正社員は横ばい
正社員・非正社員とも減少 いずれかを不明と回答または無回答

12.3 11.3
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は
【
非
正
社
員
比
率
を
高
め
て
き
た
】
企
業

群
で
、
こ
れ
に
次
ぐ
の
が
【
正
社
員
・
非
正

社
員
と
も
増
加
】
し
た
企
業
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
今
後
三
年
間
の
見
通
し
で
は
、【
非

正
社
員
比
率
を
高
め
て
き
た
】
企
業
群
が
後

退
。
も
っ
と
も
多
い
の
は
【
正
社
員
・
非
正

社
員
と
も
横
ば
い
】
と
み
る
企
業
で
、
こ
れ

に【
正
社
員
比
率
を
高
め
る
】企
業
群
が
続
く
。

　

正
社
員
・
非
正
社
員
数
の
増
減
を
雇
用
形

態
別
に
み
る
と
（
図
３
の
下
図
）、
製
造
業

で
は
こ
の
間
、続
い
て
き
た
正
社
員
数
の「
減

少
」
傾
向
が
収
束
へ
向
か
う
一
方
、「
増
加
」

基
調
に
あ
っ
た
非
正
社
員
が
、定
年
再
雇
用
・

嘱
託
を
除
く
す
べ
て
で
「
減
少
」
に
転
じ
る

見
通
し
で
あ
る
。
中
で
も
、
フ
ル
タ
イ
ム
有

期
社
員
や
パ
ー
ト
タ
イ
ム
社
員
が
マ
イ
ナ
ス

に
落
ち
込
む
ほ
か
、
派
遣
労
働
者
の
減
少
幅

が
拡
大
す
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
製
造
業
以
外
で
は
正
社
員

が
大
き
く
「
増
加
」
へ
転
じ
る
割
合
が
高
ま

26 9

増加, 27.4

25 6

29.6

横ばい, 41.9

7 0

減少, 16.3

5 7

不明, 
6.8

34 8

36.3

無回答, 
7.7

定年再雇用・

非正社員

（全体計）

正社員

（ｎ＝全有効回答

企業3,707）

33 2

25.8

増加, 29.4

22 0

20.8

横ばい, 29.5

6 3

12.4

減少, 31.5

1 4

1.0

不明,
0.5

37 1

40.0

無回答,
9.0

定年再雇用・

非正社員

（全体計）

正社員

3.4

12.8

8.4

26.9

22.0

37.6

27.4

25.6

29.6

7.3

7.8

7.0

10.4

8.1

7.7

5.7

61.7

34.2

48.7

34.8

36.3
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る
。
ま
た
、
非
正
社
員
数
も
引
き
続
き
、
定

年
再
雇
用
・
嘱
託
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
社
員
等

を
中
心
に
「
増
加
」
基
調
な
が
ら
、
フ
ル
タ

イ
ム
有
期
社
員
の
増
勢
は
弱
ま
り
、
派
遣
労

働
者
も
減
少
幅
を
広
げ
る
。
結
果
と
し
て
、

正
社
員
数
を
「
増
加
」
さ
せ
る
企
業
が
、
非

正
社
員
数
を
「
増
加
」
さ
せ
る
企
業
を
上
回

る
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
。

三
〇
〇
人
未
満
で
正
社
員
比
率
が

改
善
へ

　

次
に
、
正
社
員
・
非
正
社
員
数
の
増
減
推

移
と
今
後
の
見
通
し
を
従
業
員
規
模
別
に
み

る
と
（
図
４
の
上
図
）、
三
年
前
か
ら
こ
れ

ま
で
、
三
〇
〇
人
未
満
で
は
「
非
正
社
員
比

率
を
高
め
る
」
企
業
、
三
〇
〇
人
以
上
で
は

【
正
社
員
・
非
正
社
員
と
も
増
加
】
し
た
企

業
が
も
っ
と
も
多
か
っ
た
も
の
の
、
今
後
は

軒
並
み
【
正
社
員
・
非
正
社
員
と
も
横
ば
い
】

が
最
多
と
な
る
見
通
し
で
あ
る
。
こ
う
し
た

中
に
あ
っ
て
、
過
去
三
年
間
は
い
ず
れ
の
規

模
も
、【
非
正
社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業

群
が
、【
正
社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
群

を
上
回
っ
て
き
た
。
こ
れ
に
対
し
、
今
後
の

三
年
間
も
、三
〇
〇
人
以
上
は
引
き
続
き【
非

正
社
員
比
率
を
高
め
る
】
傾
向
が
優
勢
（
た

だ
し
一
〇
〇
〇
人
以
上
は
不
明
・
無
回
答
も

増
加
し
方
向
感
が
定
め
に
く
い
）
な
が
ら
、

三
〇
〇
人
未
満
で
は
【
正
社
員
比
率
を
高
め

る
】
傾
向
が
優
勢
に
転
じ
る
見
通
し
で
あ
る
。

　

正
社
員
・
非
正
社
員
の
増
減
推
移
と
今

後
の
見
通
し
を
雇
用
形
態
別
に
み
る
と
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図５(上)　企業の設立年別にみた正社員・非正社員の増減推移と今後の見通し
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（
図
４
の
下
図
）、
正
社
員
数
に
つ
い
て
は
、

一
〇
〇
〇
人
以
上
の
企
業
の
み
、
増
勢
が

や
や
弱
ま
る
も
の
の
、
三
〇
〇
人
未
満
の

企
業
で
、
こ
れ
ま
で
の
「
減
少
」
優
勢
か

ら
、
今
後
は
「
増
加
」
傾
向
に
転
じ
る
ほ
か
、

三
〇
〇
～
一
〇
〇
〇
人
未
満
の
企
業
で
も
増

加
幅
が
伸
張
す
る
見
通
し
で
あ
る
。
ま
た
、

三
年
後
の
見
通
し
で
は
、
定
年
再
雇
用
・
嘱

託
や
パ
ー
ト
タ
イ
ム
社
員
を
含
め
、
す
べ
て

の
非
正
社
員
で
増
勢
が
弱
ま
っ
て
い
る
。
中

で
も
、
派
遣
労
働
者
の
減
少
幅
が
拡
大
す
る
。

正
社
員
数
は
設
立
が
古
い
企
業
で

減
少
が
収
束
、
若
い
企
業
で
増
加
へ

　

さ
ら
に
、
正
社
員
・
非
正
社
員
の
増
減
推

移
と
今
後
の
見
通
し
を
企
業
の
設
立
年
別
に

み
る
と
（
図
５
の
上
図
）、
こ
れ
ま
で
上
位

を
占
め
た
の
は
、
一
九
七
〇
年
代
以
前
は

【
非
正
社
員
比
率
を
高
め
て
き
た
】
企
業
群

で
、
一
九
八
〇
年
代
以
降
は
【
正
社
員
・
非

正
社
員
と
も
増
加
】
し
た
企
業
と
な
っ
て
い

る
。
こ
れ
に
対
し
、
今
後
の
三
年
間
は
い
ず

れ
の
設
立
年
代
で
も
、【
正
社
員
・
非
正
社

員
と
も
横
ば
い
】
の
企
業
が
最
多
と
な
る
。

　

こ
の
間
、
軒
並
み
【
非
正
社
員
比
率
を
高

め
る
】
企
業
群
が
優
勢
だ
っ
た
が
、
今
後
は

一
九
五
九
年
以
前
を
除
き
【
正
社
員
比
率
を

高
め
る
】
企
業
群
が
優
勢
に
転
じ
る
。
な

お
、【
正
社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
群
が

優
勢
と
な
る
の
は
、
相
対
的
に
一
九
八
〇
～
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一
九
九
〇
年
代
に
設
立
さ
れ
た
企
業
に
多
い
。

　

正
社
員
・
非
正
社
員
数
の
増
減
を
雇

用
形
態
別
に
み
る
と
（
図
５
の
下
図
）、

一
九
六
〇
年
代
以
前
の
設
立
企
業
で
続
い
て

き
た
正
社
員
数
の
「
減
少
」
が
、
三
年
後
は

一
九
五
九
年
以
前
で
収
束
し
、
一
九
六
〇
年

代
で
「
増
加
」
に
転
じ
る
見
通
し
と
な
っ

て
い
る
。
ま
た
、
そ
れ
以
降
の
設
立
で
も

一
九
九
〇
年
代
を
は
じ
め
、
軒
並
み
増
加
幅

が
拡
大
す
る
見
込
み
で
あ
る
。
一
方
、
非
正

社
員
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
の
設
立
年
代
で

も
増
勢
が
弱
ま
っ
て
お
り
、
と
く
に
フ
ル
タ

イ
ム
有
期
社
員
で
続
い
て
き
た
「
増
加
」
傾

向
が
一
服
し
、
併
せ
て
派
遣
労
働
者
の
減
少

幅
が
拡
大
す
る
。

海
外
企
業
と
の
競
合
や
グ
ロ
ー
バ

ル
化
で
正
社
員
化
へ

　

今
回
の
調
査
で
は
、
直
面
す
る
経
営
課

題
と
し
て
い
わ
ゆ
る
六
重
苦
・
八
重
苦
に

対
す
る
見
解
も
尋
ね
て
い
る
。
そ
れ
に
よ

る
と
、
直
面
す
る
経
営
課
題
が
あ
る
企
業

は
九
一
・
二
％
。
具
体
的
（
複
数
回
答
）
に

は
、「
国
内
の
企
業
間
競
争
」（
五
〇
・
三
％
）

が
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
「
労
働
力
の

確
保
」（
四
三
・
六
％
）、「
デ
フ
レ
経
済
」

（
二
九
・
八
％
）、「
労
働
規
制
」（
二
五
・
九
％
）、

「
円
高
」（
一
五
・
二
％
）、「
自
然
災
害
リ
ス
ク
」

（
一
三
・
二
％
）、「
法
人
税
」（
一
二
・
一
％
）

─
─
な
ど
と
な
っ
た
（
図
６
の
上
図
）。

　

直
面
し
て
い
る
経
営
課
題
（
複
数
回
答
）

別
に
、
正
社
員
・
非
正
社
員
の
増
減
推
移
と

今
後
の
見
通
し
を
整
理
す
る
と
（
図
６
の
下

図
）、
円
高
や
海
外
企
業
と
の
競
合
、
法
人
税
、

グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
労
働
力
の
確
保
等
を
課
題

に
あ
げ
る
企
業
で
今
後
、【
正
社
員
比
率
を

高
め
る
】
企
業
群
の
割
合
が
、
相
対
的
に
多

く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

対
し
て
、
デ
フ
レ
経
済
や
国
内
の
企
業
間

競
争
等
の
課
題
を
抱
え
る
企
業
で
は
、【
正

社
員
比
率
を
高
め
る
】
企
業
と
【
非
正
社
員

比
率
を
高
め
る
】
企
業
が
拮
抗
す
る
見
通
し

で
あ
る
。

Ⅲ�

　
人
材
確
保
方
法
の
現
況

と
今
後
の
見
通
し

中
途
採
用
を
中
心
に
新
規
学
卒
採

用
も
強
化
へ

　

こ
こ
ま
で
、
正
社
員
と
非
正
社
員
の
活
用

の
あ
り
方
に
変
化
の
兆
し
が
み
ら
れ
る
こ
と

を
示
し
て
き
た
が
、
そ
れ
で
は
企
業
の
人
材

確
保
方
法
に
も
、
何
か
変
化
は
み
ら
れ
る
の

だ
ろ
う
か
。
今
回
の
調
査
で
、
こ
れ
ま
で
重

視
し
て
き
た
人
材
の
確
保
方
法
（
複
数
回

答
）
を
聞
く
と
（
図
７
の
上
図
）、「
専
門
的

な
知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
人
を
中
途
採
用
」

（
七
二
・
八
％
）、「
高
齢
者
の
再
雇
用
・
勤
務

延
長
」（
六
一
・
二
％
）、「
新
規
学
卒
者
の
定

期
採
用
」（
五
七
・
六
％
）
の
順
に
多
か
っ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
今
後
重
視
す
る
人
材
の

確
保
方
法
（
複
数
回
答
）
で
も
、
引
き
続

き
「
専
門
的
な
知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
人

を
中
途
採
用
」（
七
〇
・
二
％
）
が
も
っ
と
も

多
い
。
た
だ
、
次
い
で
多
い
の
は
「
新
規
学

卒
者
の
定
期
採
用
」（
二
・
四
ポ
イ
ン
ト
増

加
の
六
〇
・
〇
％
）
で
、「
高
齢
者
の
再
雇

用
・
勤
務
延
長
」
は
三
・
五
ポ
イ
ン
ト
減
少

の
五
七
・
七
％
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。「
新
規

学
卒
者
の
定
期
採
用
」
に
つ
い
て
は
、
こ
れ

ま
で
・
今
後
と
も
重
視
す
る
と
回
答
し
た
企

業
（
五
二
・
三
％
）
に
加
え
、
七
・
七
％
が
新

た
に
重
視
す
る
と
回
答
し
て
お
り
、
新
卒
採

用
の
強
化
方
針
が
窺
え
る
。

　

こ
れ
を
二
〇
〇
七
年
時
点
の
調
査（
４
）
結

果
と
比
較
す
る
と
（
図
７
の
下
図
）、
当
時

の
見
通
し
に
沿
っ
て
伸
び
て
き
た
の
は
、「
高

齢
者
の
再
雇
用
・
勤
務
延
長
」
や
「
非
正
社

員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
」
で
あ
る
こ
と
が

分
か
る
。
ま
た
、
当
時
の
見
通
し
を
大
き
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く
上
回
っ
て
上
昇
し
て
き
た
の
は
「
専
門

的
人
材
の
中
途
採
用
」
で
、
反
対
に
「
非

正
社
員
の
活
用
」
を
重
視
す
る
度
合
い
は
、

二
〇
〇
七
年
調
査
時
点
よ
り
大
き
く
低
下
し

て
き
て
い
る
。

　

な
お
、「
新
規
学
卒
者
の
定
期
採
用
」
と

「
高
齢
者
の
再
雇
用
・
勤
務
延
長
」
を
め
ぐ
っ

て
は
、
そ
の
代
替
関
係
を
危
ぶ
む
見
方
も
あ

る
。
だ
が
今
回
の
調
査
で
は
、
今
後
の
人
材

の
確
保
方
法
（
複
数
回
答
）
と
し
て
、「
新

規
学
卒
者
の
定
期
採
用
」
と
「
高
齢
層
の
再

雇
用
・
勤
務
延
長
」
を
、
同
時
に
重
視
す
る

と
回
答
し
た
企
業
が
三
六
・
七
％
に
の
ぼ
っ

た
ほ
か
、
若
年
者
の
新
規
採
用
と
高
齢
者
の

雇
用
延
長
は
、「（
年
齢
構
成
是
正
や
技
能
伝

承
で
）
補
完
的
な
関
係
に
あ
る
」
と
す
る
企

業
（
五
〇
・
九
％
）
が
、「
高
齢
者
を
雇
用
延

長
す
る
と
若
年
新
規
採
用
は
抑
制
せ
ざ
る
を

得
な
い
」（
三
五
・
四
％
）
を
上
回
っ
た
（
一
一

頁
の
図
13
参
照
）。
技
能
等
の
着
実
な
世
代

継
承
等
を
重
視
す
る
企
業
の
観
点
か
ら
す
れ

ば
、
両
者
は
互
い
に
不
可
欠
な
関
係
に
あ
る

と
み
る
企
業
も
少
な
く
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

Ⅳ�

　
変
化
の
背
景
①
課
題
を

抱
え
る
非
正
社
員
活
用

　

そ
れ
で
は
、
な
ぜ
今
、
正
社
員
・
非
正
社

員
の
活
用
の
あ
り
方
に
変
化
が
み
ら
れ
る
の

だ
ろ
う
。
そ
の
背
景
を
、
企
業
が
非
正
社
員

を
活
用
す
る
う
え
で
抱
え
て
き
た
課
題
に

探
っ
て
み
る
。

　

今
回
の
調
査
で
、
非
正
社
員
を
活
用
し
て

い
る
企
業
三
四
一
一
社
（
九
二
・
〇
％
）
に

対
し
、
非
正
社
員
を
活
用
す
る
上
で
の
課
題

（
複
数
回
答
）
を
聞
く
と
（
図
８
の
上
図
）、

何
ら
か
の
課
題
が
あ
る
と
し
た
企
業
が
約
七

割
（
六
八
・
一
％
）
に
の
ぼ
っ
た
。
具
体
的

に
は
（
複
数
回
答
）、正
社
員
と
異
な
り
「
責

任
性
を
求
め
ら
れ
な
い
」（
三
二
・
三
％
）
こ

と
や
、「
職
域
や
職
務
が
限
定
さ
れ
て
い
る
」

（
二
六
・
七
％
）
こ
と
、「
正
社
員
ほ
ど
仕
事

に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
向
上
意
欲
が

高
く
な
い
」（
二
六
・
〇
％
）
こ
と
な
ど
を
あ

げ
る
回
答
が
め
だ
つ
。

　

な
お
、
製
造
と
そ
れ
以
外
で
み
る
と
、
非

正
社
員
を
活
用
す
る
経
営
メ
リ
ッ
ト
に
は
違

い
が
み
ら
れ
る
（
人
件
費
の
削
減
は
共
に
高

い
が
、
加
え
て
製
造
業
は
雇
用
調
整
メ
リ
ッ

ト
、
製
造
業
以
外
は
労
働
時
間
の
調
整
メ

リ
ッ
ト
を
相
対
的
に
多
く
あ
げ
る
）
の
に
対

し
、
活
用
上
の
課
題
は
共
通
し
て
お
り
、
こ

れ
ら
が
い
か
に
非
正
社
員
を
活
用
す
る
上
で

普
遍
的
な
課
題
と
し
て
強
く
認
識
さ
れ
て
き

た
か
わ
か
る
。

　

非
正
社
員
を
活
用
す
る
上
で
の
課
題
別
に
、

今
後
重
視
す
る
人
材
確
保
方
法
（
複
数
回

答
）
を
み
る
と
（
図
８
の
下
図
）、
何
ら
か

の
課
題
を
抱
え
て
い
る
企
業
は
、
課
題
が
な

い
企
業
よ
り
、
正
社
員
の
新
規
採
用
を
今
後
、

重
視
す
る
意
向
が
強
い
よ
う
で
あ
る
。
さ
ら

に
、「
非
正
社
員
の
処
遇
・
労
働
条
件
で
は

良
質
な
人
材
が
確
保
で
き
な
い
」
や
「
定
着

が
悪
く
、
募
集
・
採
用
、
管
理
業
務
の
負

担
が
大
き
い
」
な
ど
の
課
題
を
抱
え
る
企
業

で
は
、
非
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
で

対
応
し
よ
う
と
す
る
割
合
が
相
対
的
に
高
い
。

一
方
、「
機
密
情
報
や
個
人
情
報
の
流
出
に

26.7

32.3

26.0
28.1

25%

30%

35%
（平均選択２.７つ）

（ｎ＝非正社員が

いる企業３，４１１）
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図８　非正社員を活用する上での課題と課題別にみた今後、重視する人材確保方法（いずれも複数回答）

各課題別・今後重視する人材確保方法の平均との差

図９　非正社員の活用のあり方の見直し意向と具体的内容（いずれも複数回答）
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不
安
が
あ
る
」「
ノ
ウ
ハ
ウ
や
技
能
の
蓄
積
・

伝
承
が
困
難
で
あ
る
」
を
は
じ
め
、「
職
務

や
職
域
が
限
定
さ
れ
て
い
る
」「
責
任
性
を

求
め
ら
れ
な
い
」
と
い
っ
た
課
題
に
つ
い
て

は
、
む
し
ろ
正
社
員
の
新
規
採
用
で
対
応
し

よ
う
と
す
る
企
業
が
相
対
的
に
多
く
な
っ
て

い
る
。

導
入
進
む
正
社
員
転
換

　

こ
う
し
た
な
か
、
非
正
社
員
の
活
用
の

あ
り
方
の
見
直
し
意
向
を
聞
く
と
（
図
９
）、

二
割
弱
（
一
七
・
六
％
）
の
企
業
が
「
見
直

し
を
考
え
て
い
る
」
と

回
答
し
た
。
具
体
的
に

は
（
複
数
回
答
）、「
非

正
社
員
に
対
す
る
教

育
訓
練
を
強
化
す
る
」

（
三
八
・
四
％
）
ほ
か
、「
従

業
員
に
占
め
る
非
正
社
員
比
率
を
引
き
下
げ

る
」（
二
六
・
九
％
）、「
非
正
社
員
か
ら
正
社

員
へ
の
転
換
者
を
増
や
す
」（
二
五
・
一
％
）

―
―
な
ど
が
あ
が
っ
て
い
る
。
製
造
と
そ
れ

以
外
で
み
る
と
、製
造
業
で
は
相
対
的
に「
従

業
員
に
占
め
る
非
正
社
員
比
率
を
引
き
下
げ

る
」（
製
造
業
二
九
・
六
％
、
製
造
業
以
外

二
五
・
五
％
）
が
高
く
、
製
造
業
以
外
で
は

「
非
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
者
を
増

や
す
」（
同
一
九
・
〇
％
、
二
七
・
五
％
）
が

多
い
。

　

実
際
こ
の
間
、
そ
う
し
た
見
直
し
を
具

現
化
す
る
動
き
も

徐
々
に
み
ら
れ
て
き

た
（
図
10
）。
今
回

の
調
査
で
、
非
正
社

員
か
ら
正
社
員
へ

の
転
換
制
度
・
慣

行
が
あ
る
企
業
は

六
四
・
二
％
と
な
っ

て
い
る
が
、
そ
の
う

ち
制
度
を
持
つ
企
業

（
二
六
・
七
％
）
の
導

入
時
期
は
、（
改
正

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

法
の
施
行
以
降
の
）

「
二
～
四
年
前
」
の

二
四
・
一
％
と
、「
最

近
一
年
以
内
」の
六
・

九
％
を
合
わ
せ
て
三

割
を
超
え
、
近
年
も

着
実
に
導
入
が
進
ん

で
き
た
こ
と
が
わ
か

る
。

　

非
正
社
員
か
ら
正

社
員
へ
の
転
換
目
的

（
複
数
回
答
）
に
は
、

「
優
秀
な
人
材
を
確

保
す
る
た
め
」（
八
〇
・
五
％
）を
は
じ
め
、「
非

正
社
員
の
働
く
意
欲
を
向
上
さ
せ
る
た
め
」

（
四
八
・
五
％
）
や
「
試
行
的
見
極
め
後
に
正

社
員
と
し
て
採
用
す
る
た
め
」（
四
一
・
三
％
）

―
―
が
多
く
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

過
去
三
年
間
に
転
換
者
が
い
た
企
業
は
約

八
割
（
七
八
・
九
％
）
に
の
ぼ
り
、
累
積
転

換
者
数
は
、
非
正
社
員
総
数
の
二
〇
・
三
％

を
数
え
る
。
向
こ
う
三
年
間
の
正
社
員

転
換
は
、
現
在
よ
り
増
加
す
る
見
通
し

（
一
四
・
七
％
）
が
、
現
在
よ
り
減
少
す
る

見
通
し
（
一
〇
・
五
％
）
を
上
回
っ
て
お
り
、

現
在
と
同
程
度
（
三
五
・
〇
％
）
か
ら
や
や

増
加
傾
向
で
推
移
す
る
と
見
込
む
企
業
が
半

数
を
占
め
て
い
る
。

Ⅴ�

　
変
化
の
背
景
②
要
員
に

余
裕
の
な
い
職
場

　

な
ぜ
今
、
正
社
員
・
非
正
社
員
の
活
用
の

あ
り
方
に
変
化
が
み
ら
れ
る
の
か
。
そ
の
理

由
を
こ
の
間
、
不
況
等
に
伴
い
実
施
さ
れ
た

調
整
策
が
、
職
場
に
与
え
た
影
響
に
も
探
っ

て
み
る
。

　

今
回
の
調
査
で
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
や
東
日
本
大
震
災
、
欧
州
経
済
危
機
等
に

見
舞
わ
れ
た
二
〇
〇
八
年
以
降
、
雇
用
、
賃

金
、
労
働
時
間
な
ど
何
ら
か
の
調
整
策
を

実
施
し
た
企
業
（
四
〇
・
一
％
）
と
、
Ｉ
Ｔ

バ
ブ
ル
の
崩
壊
や
消
費
増
税
等
が
あ
っ
た

二
〇
〇
七
年
以
前
の
不
況
期
に
、
何
ら
か
の

調
整
策
を
実
施
し
た
企
業
（
三
二
・
六
％
）

を
比
較
し
た
。
具
体
的
な
内
容（
複
数
回
答
）

を
比
較
す
る
と
（
図
11
）、
い
ず
れ
も
上
位

は
「
賞
与
削
減
（
業
績
連
動
部
分
の
結
果
的

な
減
少
含
む
）」
や
「
賃
金
削
減
（
定
昇
停

止
含
む
）」
と
い
っ
た
給
与
関
連
だ
っ
た
。

　

一
方
こ
の
間
、「
希
望
退
職
者
の
募
集
・

その他の就業形態 その他の就業形態

経由で転換慣行あり, 

非正社員から正社員へ

直接、転換させる制度

経由で転換制度あり, 
4.2

非正社員から正社員へ

直接、転換させる慣行

5.0

制度も慣行もなし, 31.7
無回答,

4.1

（ｎ＝非正社員が

いる企業３，４１１）

あり がある, 32.5, 22.5

転換制度あり 26.7 転換慣行あり 37.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%転換制度または慣行あり 64.2

図10　非正社員から正社員への転換措置の実施状況

図11　2008年以降と2007年以前で比較した調整策の具体的内容（複数回答）

転換制度がある場合の導入時期 非正社員から正社員への転換目的（複数回答）
無回答

最近１年以内
6.9

分からない
10.2

0.9

１０年以上前
32.2

２～４年前
24.1

改正パート法
施行以降～
直近計　31.0

５～９年前
25.7

（ｎ＝非正社員から
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度がある企業９１１）
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解
雇
」
や
「
新
規
学
卒
の
採
用
削
減
・
停
止
」

な
ど
正
社
員
の
雇
用
面
で
の
調
整
は
縮
小
し

た
が
、
雇
用
調
整
助
成
金
を
用
い
た
「
一
時

休
業
（
帰
休
）」
や
、「
所
定
外
労
働
時
間
の

削
減
」「
所
定
内
労
働
時
間
の
短
縮
」「
休
日

の
振
替
、
休
暇
の
増
加
」
と
い
っ
た
、
労
働

時
間
面
で
の
調
整
が
伸
び
て
き
た
の
が
特
徴

で
あ
る
。ま
た
、「
非
正
社
員
の
再
契
約
停
止
・

解
雇
」「
派
遣
労
働
者
の
削
減
」
な
ど
非
正

社
員
の
雇
用
面
で
の
調
整
に
対
す
る
依
存
度

も
増
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。

絞
り
込
ま
れ
る
正
社
員

　

こ
う
し
た
な
か
、
二
〇
〇
八
年
以
降
及
び

二
〇
〇
七
年
以
前
と
も
、
何
ら
か
の
調
整
策

を
実
施
し
た
企
業
（
二
一
・
九
％
）
を
対
象
に
、

残
業
時
間
、
正
社
員
の
採
用
抑
制
、
賃
金
面

で
の
調
整
、
配
置
転
換
、
出
向
・
転
籍
、
一

時
休
業
（
帰
休
）、
希
望
・
早
期
退
職
者
の

募
集
・
解
雇
、
有
期
契
約
・
派
遣
社
員
の
契

約
不
更
新
の
各
項
目
で
調
整
し
や
す
さ
の
変

化
を
聞
い
た
と
こ
ろ
（
図
12
の
上
図
）、
正

社
員
の
「
残
業
調
整
」
や
「
採
用
抑
制
」「
配

置
転
換
、出
向
・
転
籍
」「
希
望
退
職
の
募
集
・

解
雇
」
に
つ
い
て
は
、
最
近
（
二
〇
〇
八
年

以
降
）
の
方
が
調
整
し
に
く
い
と
す
る
見
方

が
上
回
っ
た
。

　

理
由
（
複
数
回
答
）
を
み
る
と
（
図
12
の

下
図
）、
正
社
員
の
「
採
用
抑
制
」
は
「
従

業
員
数
を
ギ
リ
ギ
リ
ま
で
絞
り
込
ん
で
お
り

一
定
数
の
コ
ア
人
材
の
定
期
的
な
確
保
が
欠

か
せ
な
い
」（
五
九
・
五
％
）、「
配
置
転
換
、

出
向
・
転
籍
」
で
は
「
組
織
を
ギ
リ
ギ
リ
ま

で
絞
り
込
ん
で
お
り
人
材
に
余
裕
が
な
い
」

（
七
五
・
〇
％
）、「
希
望
退
職
者
の
募
集
・
解

雇
」
で
も
「
組
織
人
員
を
既
に
ギ
リ
ギ
リ
ま

で
絞
り
込
ん
で
い
る
」（
五
〇
・
四
％
）
が
そ

れ
ぞ
れ
も
っ
と
も
多
く
、
職
場
の
正
社
員
数

に
余
裕
が
な
く
な
っ
て
い
る
切
実
な
現
状
が

浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

常
用
化
す
る
非
正
社
員

　

一
方
、
最
近
（
二
〇
〇
八
年
以
降
）
の
方

が
調
整
し
に
く
い
も
の
に
は
、「
有
期
契
約
・

派
遣
社
員
の
契
約
不
更
新
」
も
あ
る
が
、
そ

の
理
由
（
複
数
回
答
）
に
は
「
非
正
社
員
の

雇
用
法
制
や
派
遣
労
働
法
制
が
強
化
さ
れ
て

い
る
」（
七
三
・
六
％
）
ほ
か
、「
非
正
社
員

で
も
常
用
的
に
不
可
欠
な
層
が
厚
く
な
っ
て

い
る
」（
四
七
・
一
％
）
こ
と
な
ど
が
挙
が
っ

て
い
る
。
正
社
員
の
絞
り
込
み
と
と
も
に
非

正
社
員
で
も
常
用
層
が
厚
く
な
り
、
職
場
の

要
員
と
し
て
不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
様
子
が

窺
え
る
。

　

実
際
、
今
回
の
調
査
で
非
正
社
員
数
の
常

用
割
合
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
非
正
社
員
数
の

八
割
以
上
を
「
一
年
以
上
」
常
用
し
て
い
る

企
業
が
二
社
に
一
社
以
上
（
五
五
・
二
％
）、

同
「
三
年
以
上
」
も
四
社
に
一
社
以
上

（
二
五
・
二
％
）
に
の
ぼ
っ
た
。

　

な
お
、
企
業
が
人
員
に
余
裕
が
な
い
と
感

じ
る
正
社
員
比
率
は
ど
れ
く
ら
い
だ
ろ
う
。

正
社
員
採
用
に
つ
い
て
「
既
に
ギ
リ
ギ
リ
ま

で
絞
り
込
ん
で
お
り
、
一
定
数
の
コ
ア
人
材

の
定
期
的
な
確
保
が
欠
か
せ
な
い
」
と
感
じ

て
い
る
企
業
の
正
社
員
比
率
は
六
九
・
三
％

で
あ
る
。
同
様
に
、
配
置
転
換
、
出
向
・
転

籍
が
や
り
に
く
い
ほ
ど
「
組
織
を
ギ
リ
ギ
リ

ま
で
絞
り
込
ん
で
お
り
人
材
に
余
裕
が
な

い
」
は
六
八
・
三
％
、
希
望
・
早
期
退
職
募
集
、

解
雇
が
難
し
い
ほ
ど
「
組
織
を
既
に
ギ
リ
ギ

リ
ま
で
絞
り
込
ん
で
い
る
」
は
七
二
・
二
％

な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
非
正
社
員
比
率
は
概

ね
三
割
と
い
う
数
値
が
浮
か
び
上
が
る
。

Ⅵ�

　
変
化
の
背
景
③
根
強
い

長
期
雇
用
志
向

　

正
社
員
・
非
正
社
員
の
活
用
の
あ
り
方
に

変
化
が
み
ら
れ
る
理
由
と
し
て
は
、
そ
も
そ

も
企
業
が
、
長
期
雇
用
を
重
視
す
る
姿
勢
に

変
わ
り
が
な
い
と
い
う
点
も
指
摘
で
き
る
。

今
回
の
調
査
で
、
雇
用
を
め
ぐ
る
考
え
方
を

聞
い
た
と
こ
ろ
（
図
13
）、
正
社
員
に
つ
い

て
は
「
長
期
雇
用
を
維
持
す
べ
き
」
に
「
賛

成
」
あ
る
い
は
「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
賛
成
」

の
企
業
（
八
〇
・
二
％
）
が
、「
正
社
員
も
柔

軟
に
雇
用
調
整
し
や
す
く
す
べ
き
」
に
「
賛

成
」
あ
る
い
は
「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
賛
成
」

の
企
業
（
一
五
・
三
％
）
を
大
き
く
上
回
っ

て
い
た
。

　

ま
た
、
非
正
社
員
に
つ
い
て
も
、「
出
来

る
限
り
長
く
雇
用
す
る
方
が
メ
リ
ッ
ト
あ

る
」（
六
八
・
六
％
）
が
、「
非
正
社
員
は
人

材
の
新
陳
代
謝
を
促
進
す
る
方
が
メ
リ
ッ
ト

あ
る
」（
一
七
・
〇
％
）
を
大
き
く
上
回
っ
て

やりやすくなっている, 18.8 やりにくくなっている, 19.9

最近または過去

において実施

していない, 7.1

（ｎ＝2008年以降及び

21.8

調整は「最近」の方が

22.8

調整は「最近」の方が

36.9

調整のしやすさに

変化はない, 41.0

9.6

分からない, 
11.2

7.0 2.0

無回答, 
2.0

正社員の採用抑制のしやすさ

残業時間の調整しやすさ

2007年以前とも調整策

を実施した企業813）

23.9

21.8

21.8

22.8

41.1

36.9

8.7

9.6

2.6

7.0

2.0

2.0

賃金面での調整しやすさ

14.5

11.1

4.9

17.7

16.6

43.8

7.4

8.1

54.9

17.5

1.7

1.8

一時休業（帰休）しやすさ

配置転換、出向・転籍しやすさ

3.9

14.5

15.4

4.9

20.9

16.6

8.7

7.4

49.7

54.9

1.4

1.7

有期契約・派遣社員の

希望・早期退職者の

募集、解雇のしやすさ

4.39.435.75.139.417.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約不更新のしやすさ

15.0 

9.6 

2.1 
5.0 

10.0 

-1.0 -1.1 

-5.0 

0.0 

-7.2 
-11.5 

-6.6 

-15.0 

-10.0 

5.0

有
期
契
約
・
派
遣
社
員
の

契
約
不
更
新
の
し
や
す
さ

希
望
・
早
期
退
職
者

の
募
集
、
解
雇
の

し
や
す
さ

一
時
休
業

(

帰
休)

の

し
や
す
さ

配
置
転
換
、

出
向
・
転
籍
の

し
や
す
さ

賃
金
面
で
の

調
整
し
や
す
さ

正
社
員
の
採
用

抑
制
の
し
や
す
さ

残
業
時
間
の

調
整
し
や
す
さ

（調整は「最近」の方がやりやすい－「最近」の方がやりにくい）割合

図12　項目別にみた調整のしやすさの変化と項目別・調整がしやすくなった・しにくくなった理由（複数回答）
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い
る
。
さ
ら
に
、
非
正
社
員
の
能
力
開
発
に

つ
い
て
も
、「
非
正
社
員
自
ら
行
う
べ
き
」

と
す
る
割
合
（
二
三
・
六
％
）
よ
り
、「
非

正
社
員
も
重
要
な
戦
力
と
し
て
企
業
も
積
極

的
に
能
力
開
発
を
行
う
べ
き
」
と
す
る
割
合

（
六
〇
・
五
％
）
が
高
い
。

　

す
な
わ
ち
、
正
社
員
に
つ
い
て
は
引
き
続

き
長
期
雇
用
志
向
に
あ
り
、
非
正
社
員
に
対

し
て
も
正
社
員
同
様
、
長
期
雇
用
志
向
が
強

く
、
企
業
自
前
の
教
育
を
重

視
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
こ

う
し
た
志
向
が
、
正
社
員
の

減
少
傾
向
に
歯
止
め
が
か
か

る
背
景
に
あ
る
と
言
え
る
だ

ろ
う
。

　

で
は
、
企
業
は
そ
も
そ
も

な
ぜ
、
正
社
員
を
重
視
す
る

の
だ
ろ
う
。
二
〇
一
〇
年
度

の
年
間
売
上
高
及
び
経
常
利

益
の
二
〇
〇
九
年
度
と
比
較

し
た
増
減
と
、
過
去
三
年
間

に
お
け
る
正
社
員
数
の
増
減

推
移
の
関
係
を
み
る
と
、
こ

の
間
、
正
社
員
数
が
増
加
し

た
企
業
や
、
正
社
員
の
長
期

雇
用
志
向
が
あ
る
企
業
で
は
、

年
間
売
上
高
・
経
常
利
益
と

も
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
分

か
る
（
図
14
）。
ま
た
、
正

社
員
比
率
と
経
常
利
益
の
間

に
は
、
五
％
水
準
で
有
意
の

相
関
も
み
ら
れ
た
。

◇　
　

◇　
　

◇

　

今
回
の
調
査
で
は
、
雇
用

を
め
ぐ
る
考
え
方
の
一
環
と

し
て
、
正
社
員
と
非
正
社
員

の
職
務
・
処
遇
の
あ
り
方
に

つ
い
て
も
尋
ね
て
い
る
。
そ

の
結
果
、
製
造
・
そ
れ
以

外
を
問
わ
ず
、「
非
正
社
員

と
正
社
員
の
職
務
は
明
確

に
分
離
し
正
社
員
の
処
遇

と
の
違
い
も
維
持
す
べ
き
」

（
四
四
・
七
％
）
と
し
て
、
従
来
型
の
正
社

員
を
重
視
し
つ
つ
、
非
正
社
員
に
つ
い
て
は

あ
く
ま
で
周
辺
労
働
化
を
追
求
す
る
方
向
と
、

「
非
正
社
員
に
も
よ
り
基
幹
的
・
重
要
な
職

務
を
任
せ
、
正
社
員
の
処
遇
と
の
分
配
の
あ

り
方
を
見
直
す
べ
き
」（
三
七
・
四
％
）
と
し

て
、
中
間
的
な
社
員
像（
５
）
を
模
索
し
よ
う

と
す
る
方
向
が
交
錯
し
て
い
た
。

　

今
回
の
調
査
結
果
か
ら
は
、
正
社
員
の
減

少
に
歯
止
め
が
か
か
り
、
ひ
い
て
は
正
社
員

回
帰
に
動
き
出
そ
う
と
す
る
具
体
的
な
内
容

が
、
従
来
型
の
正
社
員
に
依
る
の
か
、
あ
る

い
は
新
た
な
正
社
員
像
に
依
る
の
か
ま
で
は

分
か
ら
な
い
。
正
社
員
・
非
正
社
員
を
め
ぐ

る
、
今
後
の
動
向
が
注
目
さ
れ
る
。

（
主
任
調
査
員
補
佐
・
渡
辺
木
綿
子
、 

調
査
・
解
析
部
長
・
荻
野
登
）

　
［
注
］

１　

こ
の
ほ
か
、
週
二
〇
時
間
以
上
・
月
額
賃
金
八
・
八

万
円
以
上
・
勤
続
一
年
以
上
等
の
短
時
間
労
働
者
に
も

厚
生
年
金
・
健
康
保
険
の
適
用
を
拡
大
す
る
措
置
な
ど

を
含
む
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
関
連
法
も
八
月
に

成
立
し
て
い
る
。
ま
た
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
の
改

正
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。

２　

記
者
発
表
資
料
は
、http://w

w
w
.jil.go.jp/press/

docum
ents/20120628all.pdf

を
参
照
。

３　

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
「
多
様
化
す
る
就
業
形
態
の
下
で
の
人

事
戦
略
と
労
働
者
の
意
識
に
関
す
る
調
査
」

４　

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
「
経
営
環
境
の
変
化
の
下
で
の
人
事
戦

略
と
勤
労
者
生
活
に
関
す
る
実
態
調
査
」

５　

厚
生
労
働
省
の
「
非
正
規
雇
用
ビ
ジ
ョ
ン
懇
談
会
」

が
三
月
に
ま
と
め
た
「
望
ま
し
い
働
き
方
ビ
ジ
ョ
ン
」

で
は
、
希
望
す
る
非
正
規
労
働
者
の
で
き
る
限
り
多
く

が
、「
意
欲
と
能
力
に
応
じ
正
規
雇
用
に
移
行
で
き
る
よ

う
支
援
す
べ
き
」
と
し
、
そ
の
際
に
は
雇
用
安
定
と
処

遇
の
均
等
・
均
衡
を
前
提
に
、「『
典
型
的
な
正
規
雇
用
』

以
外
の
形
態
の
正
規
雇
用
を
視
野
に
入
れ
る
こ
と
も
一

助
」と
し
て
い
る
。
ま
た
、長
時
間
労
働
の
是
正
や
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
な
ど
「
正
規
雇
用
の

働
き
方
を
変
え
て
い
く
こ
と
で
、
非
正
規
雇
用
と
の
連

続
性
を
確
保
し
、『
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
』
を
実
現

す
る
必
要
が
あ
る
」
な
ど
と
提
言
し
て
い
る
。

図13　雇用をめぐる考え方

図14　過去３年間の正社員増減や雇用をめぐる考え方と年間売上高・経常利益増減の関係

Ａに賛成, 47.2 どちらかというとＡに賛成, 33.0

どちらかというと

Ｂに賛成, 9.9 Ｂに賛成, 5.4
分からない, 2.3

, 
2.3

Ａ正社員の長期雇用は維持すべき
←→Ｂ正社員も柔軟に雇用調整しやすくすべき

6.9

21.9

, 47.2

30.5

46.7

どちらかというとＡに賛成, 33.0

24.5

11.1

20.2

5.9

13.9

11.0

3.9

3.4

無回答
2.3

Ａ非正社員にもより基幹的・重要な職務を任せ正社員の処遇との
分配のあり方を見直すべき←→Ｂ非正社員と正社員の職務を

明確に分離し正社員の処遇との違いも維持すべき

Ａ非正社員も出来る限り長く雇用する方がメリットがある
←→Ｂ非正社員は人材の新陳代謝を促進する方がメリットがある
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33.8

17.7

11.5

34.0

7.2

26.5

20.9

12.2

3.7
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Ａ育児等で従来通りの働き方が困難になった女性も正社員
のまま働き続けられるようにすべき←→Ｂ育児等で従来通り

Ａ非正社員の就業調整を生じさせるような税・社会
保障制度は見直すべき←→Ｂ非正社員の就業調整を

生じさせるような税・社会保障制度を維持すべき

Ａ非正社員の能力開発は非正社員自らが行うべき←→
Ｂ非正社員も重要な戦力として企業も積極的に能力開発を行うべき
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Ａ営業時間の延長に伴い労働時間規制（割増率等）も見直すべき
←→Ｂ競合激化の抑制のためむしろ営業時間の規制等を検討すべき

Ａ高齢者を雇用延長すると若年新規採用を抑制せざるを得ない
←→Ｂ（年齢構成是正や技能伝承で）高齢者の雇用延長と

若年新規採用は補完的な関係にある

の働き方が困難になった女性正社員の退職はやむを得ない
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